
⑶ 女性（主に子育て世代）への就労支援

・事業について相互に周知・広報を実施

令和6年度 「さいたま市雇用対策協定」 事業計画における概要

Ⅲ 世代・状況に応じた就労支援

⑴ 若年者等への就労支援

・「地域若者サポートステーションさいたま」
における連携した支援の実施
・合同企業面接会の開催
・就職支援セミナーの開催
・事業について相互に周知・広報を実施

・インターンシップ事業の
実施

・子ども・若者支援ネット
ワーク就労支援部会の
開催

⑷ 高年齢者への就労支援

・生涯現役社会の実現に向けた気運の
醸成

・セミナー等での講師派遣等の連携

・事業について相互に周知・広報を実施

⑸ 障害者への就労支援
・ジョブスポット（大宮、岩槻）における包
括的な就労支援
・法定雇用率未達成企業の支援
・事業について相互に周知・広報を実施

⑹ 生活困窮者等への就労支援

・ジョブスポットにおける包括的な就労支援

・事業について相互に周知・広報を実施

さいたま市 埼玉労働局取組内容・連携施策

Ⅰ 産業活性化・人材確保育成

⑴ 企業誘致の推進
⑵ 市内企業・人手不足業界等の人材確保
支援

・誘致・立地企業の情報を早期に共有し、
連携して支援
・保育介護人材等の就職面接会等の開催
・外国人労働者の雇用管理セミナーの開催
・さいたま市SDGs認証企業説明会の開催
・事業について相互に周知・広報を実施

・戦略的企業誘致活動の
継続的実施

・介護分野の仕事等につ
いての理解を深める機
会の提供

・保育人材確保事業の一
環としてセミナーや保育
施設見学等を開催

さいたま市 埼玉労働局取組内容・連携施策

⑶ 将来の地域経済を担う産業人材育成

・事業について相互に・周知・広報を実施

Ⅱ 多様な働き方と生産性向上の実現

⑴ 働き方改革の推進

・働き方改革の推進事業やテレワークの実施に
ついて、相互に周知・広報を実施

・多様な働き方の実現に
向けた講座の実施

・「働く人の支援ガイド」
等による周知・広報の
実施

さいたま市 埼玉労働局取組内容・連携施策

Ⅳ 市と労働局・ハローワークの一体的な事業実施

⑴ ワークステーションさいたまにおける就労支援

・セミナー、家庭と仕事の両立相談、キャリアコンサルティングや職業相談・紹介等のワンストップ就労支援の
実施
・託児付きセミナー及び企業向け雇用管理セミナーを連携して実施
・事業について相互に周知・広報を実施

⑵ 各区ジョブスポットにおける就労支援

・生活困窮者（全区）、障害者（大宮、岩槻）に対する包括的な就労支援
・事業について相互に周知・広報を実施

・「新卒応援ハローワー
ク」「わかものハローワ
ーク」等における新規
学卒者等の就労支援

・ＳＮＳを活用した情報
発信
・職業訓練に関する情報
提供
・ユースエール認定制度
の推進

・ひとり親家庭就業・自立
支援センターによる就
業支援
・女性求職者のデジタル
スキル習得支援
・就業体験付きスキル
アップ講座の実施

・高齢者生きがい活動セ
ンターによる就労支援
・シルバー人材センター
を活用した就労支援
・セカンドライフ支援セン
ター（り・とらいふ）に
おける就労支援
・就業体験付きスキル
アップ講座の実施

・ ｢生涯現役支援窓口｣
における再就職支援
・70歳までの就業機会確
保等に向けた取組の促
進
・訪問による提案型の相
談・援助

・就労支援、定着支援
等の実施
・各種助成金について
の周知・広報を実施

・関係機関と連携した
きめ細かな就労支援

・未達成要因を分析した
上で提案型の雇用率
達成指導の実施

・就労支援員による就労
支援
・就労体験、ボ ランティア
活動の提供

・助成金を活用した求人
開拓及び定着支援
・ハロートレーニングへの
誘導

・企業誘致の際は、求職
者とのマッチング支援を
実施

・「人材確保・就職支援
コーナー」等を活用した、
人手不足分野における
求人充足支援

・産業人材育成事業の実
施

・職業訓練を活用したス
キルアップ支援

・就職支援ナビゲーター
の活用

・労働基準監督署による
きめ細やかな相談・支
援等
・ ｢埼玉働き方改革推進
支援センター｣の利用
促進

⑺ その他の就労支援

・市立病院でのハローワークによる出張相談・がん患者等に対する治
療と仕事の両立支援

・長期療養者に対する就
職支援

⑵ 就職氷河期世代への就労支援

・「地域若者サポートステーションさいたま」
における連携した支援の実施

・事業について相互に周知・広報を実施

・インターンシップ事業の
実施 ・「35歳からの就活

サポートコーナー」
（就職氷河期世代
専門窓口） における
就労支援

・「マザーズハローワー
ク」等における就職支援
・ＳＮＳを活用した情報
発信
・育児・介護休業法等の
円滑な施行
・男女雇用機会均等法の
着実な履行確保

取組内容・連携施策


